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議案第  号  
 
   令和７年度坂東市国民健康保険特別会計予算  
 
 令和７年度坂東市の国民健康保険特別会計の予算は、次に定めるところによる。  
 
 （歳入歳出予算）  
第１条  歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ５，７５６，０００千円と定める。  
２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」による。  

（歳出予算の流用）  
第２条  地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２２０条第２項ただし書の規定により、歳出予算の各項の経費  

の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。  
（１）保険給付費の各項に計上された予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の

間の流用。  
（２）各項に計上した給料、職員手当及び共済費に係る予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれ

らの経費の各項の間の流用。  
 
   令和７年２月１９日 提出  
 
                                        坂東市長  木村 敏文  
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議案第２５号  

 

   令和７年度坂東市国民健康保険特別会計予算  

 

 令和７年度坂東市の国民健康保険特別会計の予算は、次に定めるところによる。  

 

 （歳入歳出予算）  

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ５，７５６，０００千円と定める。  

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」による。  

（歳出予算の流用）  

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２２０条第２項ただし書の規定により、歳出予算の各項の経費  

の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。  

（１）保険給付費の各項に計上された予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の

間の流用。  

（２）各項に計上した給料、職員手当及び共済費に係る予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれ

らの経費の各項の間の流用。  

 

   令和７年２月１９日 提出  

 

                                        坂東市長  木村 敏文  
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歳　　　　入 （単位　千円）

 1 国 民 健 康 保 険 税 1,351,952

 1 国 民 健 康 保 険 税 1,351,952

 2 使 用 料 及 び 手 数 料 105

 1 手 数 料 105

 3 県 支 出 金 3,913,646

 1 県 補 助 金 3,913,646

 4 財 産 収 入 341

 1 財 産 運 用 収 入 341

 5 繰 入 金 465,028

 1 他 会 計 繰 入 金 392,072

 2 基 金 繰 入 金 72,956

 6 繰 越 金 5,001

 1 繰 越 金 5,001

 7 諸 収 入 19,927

 1 延 滞 金 ， 加 算 金 及 び 過 料 11,874

 2 雑 入 8,053

　　　　　　　　　　　　　歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計 5,756,000

款 項

第　１　表　　　歳　入　歳　出　予　算

金　　　　　額
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歳    出 （単位　千円）

 1 総 務 費 84,954

 1 総 務 管 理 費 71,039

 2 徴 税 費 13,543

 3 運 営 協 議 会 費 372

 2 保 険 給 付 費 3,833,817

 1 療 養 諸 費 3,310,397

 2 高 額 療 養 費 499,651

 3 移 送 費 10

 4 出 産 育 児 諸 費 19,509

 5 葬 祭 諸 費 4,250

 3 国 民 健 康 保 険 事 業 費 納 付 金 1,779,284

 1 医 療 給 付 費 分 1,141,334

 2 後 期 高 齢 者 支 援 金 等 分 471,960

 3 介 護 納 付 金 分 165,990

 4 共 同 事 業 拠 出 金 1

 1 共 同 事 業 拠 出 金 1

 5 保 健 事 業 費 47,111

 1 特 定 健 康 診 査 等 事 業 費 27,822

 2 保 健 事 業 費 19,289

 6 基 金 積 立 金 341

 1 基 金 積 立 金 341

 7 諸 支 出 金 5,492

款 項 金　　　　　額
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（単位　千円）

 1 償 還 金 及 び 還 付 加 算 金 5,492

 8 予 備 費 5,000

 1 予 備 費 5,000

　　　　　　　　　　　　　歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計 5,756,000

款 項 金　　　　　額
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１　総　　括

歳　　入 （単位　千円）

本 年 度 予 算 額 前 年 度 予 算 額 比　　　　較

 1 国 民 健 康 保 険 税 1,351,952 1,334,780 17,172

 2 使 用 料 及 び 手 数 料 105 344 △239

 3 県 支 出 金 3,913,646 3,899,599 14,047

 4 財 産 収 入 341 173 168

 5 繰 入 金 465,028 546,078 △81,050

 6 繰 越 金 5,001 5,001 0

 7 諸 収 入 19,927 23,025 △3,098

　　　　　　　歳          入          合          計 5,756,000 5,809,000 △53,000

歳　入　歳　出　予　算　事　項　別　明　細　書

款
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歳    出 （単位　千円）

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

 1 総 務 費 84,954 70,615 14,339 105 84,849

 2 保 険 給 付 費 3,833,817 3,823,579 10,238 3,809,653 24,164

 3 国 民 健 康 保 険 事 業 費 納 付 金 1,779,284 1,857,615 △78,331 82,566 19,927 1,676,791

 4 共 同 事 業 拠 出 金 1 1 0 1

 5 保 健 事 業 費 47,111 46,897 214 21,427 25,684

 6 基 金 積 立 金 341 173 168 341

 7 諸 支 出 金 5,492 5,120 372 5,492

 8 予 備 費 5,000 5,000 0 5,000

　　歳　　　出　　　合　　　計 5,756,000 5,809,000 △53,000 3,913,646 20,373 1,821,981

款 本年度予算額前年度予算額 比　　較

本　年　度　予　算　額　の　財　源　内　訳

特　　　定　　　財　　　源
一 般 財 源
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歳 入





２　歳  入

(款)  1 国民健康保険税 (項)  1 国民健康保険税 （単位　千円）

本　年　度 前　年　度

予　算　額 予　算　額 金　　額

 1 一般被保険者国民健 1,351,949 1,334,756 17,193  1 医療給付費分現年 819,328 ・現年一般被保険者国民健康保険税

康 保 険 税 課 税 分

 2 後期高齢者支援金 346,605 ・現年一般被保険者国民健康保険税

分 現 年 課 税 分

 3 介護納付金分現年 129,674 ・現年一般被保険者国民健康保険税

課 税 分

 4 医療給付費分滞納 35,024 ・滞納繰越分

繰 越 分

 5 後期高齢者支援金 14,784 ・滞納繰越分

分 滞 納 繰 越 分

 6 介護納付金分滞納 6,534 ・滞納繰越分

繰 越 分

 2 退職被保険者等国民 3 24 △21  1 医療給付費分滞納 1 ・滞納繰越分

健 康 保 険 税 繰 越 分

 2 後期高齢者支援金 1 ・滞納繰越分

分 滞 納 繰 越 分

 3 介護納付金分滞納 1 ・滞納繰越分

繰 越 分

　　　 計 1,351,952 1,334,780 17,172

(款)  2 使用料及び手数料 (項)  1 手数料

 1 督 促 手 数 料 105 344 △239  1 督 促 手 数 料 105 ・督促手数料

　　　 計 105 344 △239

(款)  3 県支出金 (項)  1 県補助金

 1 保険給付費等交付金 3,913,646 3,899,599 14,047  1 普 通 交 付 金 3,809,653 ・普通交付金

 2 特 別 交 付 金 103,993 ・保険者努力支援制度交付金 20,604

・特別調整交付金 6,401

・県繰入金 61,962

・特定健康診査等負担金 15,026

　　　 計 3,913,646 3,899,599 14,047

目 比　　較
節

説　　　　　　　　　明
区　　　分
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(款)  4 財産収入 (項)  1 財産運用収入 （単位　千円）

本　年　度 前　年　度

予　算　額 予　算　額 金　　額

 1 利 子 及 び 配 当 金 341 173 168  1 利子及び配当金 341 ・基金積立金利子

　　　 計 341 173 168

(款)  5 繰入金 (項)  1 他会計繰入金

 1 一 般 会 計 繰 入 金 392,072 391,472 600  1 保険基盤安定繰入 179,789 ・保険基盤安定繰入金（保険税軽減分）

金（保険税軽減分

）

 2 保険基盤安定繰入 107,987 ・保険基盤安定繰入金（保険者支援分）

金（保険者支援分

）

 3 未就学児均等割保 5,701 ・未就学児均等割保険料繰入金

険 料 繰 入 金

 4 職員給与費等繰入 83,125 ・職員給与費等繰入金

金

 5 産前産後保険料繰 2,469 ・産前産後保険料繰入金

入 金

 6 出産育児一時金繰 13,000 ・出産育児一時金繰入金

入 金

 7 財政安定化支援事 1 ・財政安定化支援事業繰入金

業 繰 入 金

　　　 計 392,072 391,472 600

(款)  5 繰入金 (項)  2 基金繰入金

 1 基 金 繰 入 金 72,956 154,606 △81,650  1 基 金 繰 入 金 72,956 ・国民健康保険支払準備基金繰入金

　　　 計 72,956 154,606 △81,650

(款)  6 繰越金 (項)  1 繰越金

 1 療養給付費交付金繰 1 1 0  1 療養給付費交付金 1 ・前年度繰越金

越 金 繰 越 金

 2 そ の 他 繰 越 金 5,000 5,000 0  1 そ の 他 繰 越 金 5,000 ・前年度繰越金

　　　 計 5,001 5,001 0

目 比　　較
節

説　　　　　　　　　明
区　　　分
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(款)  7 諸収入 (項)  1 延滞金，加算金及び過料

 1 一般被保険者延滞金 11,870 14,968 △3,098  1 一般被保険者延滞 11,870 ・一般被保険者延滞金

金

 2 退職被保険者等延滞 1 1 0  1 退職被保険者等延 1 ・退職被保険者等延滞金

金 滞 金

 3 一般被保険者加算金 1 1 0  1 一般被保険者加算 1 ・一般被保険者加算金

金

 4 退職被保険者等加算 1 1 0  1 退職被保険者等加 1 ・退職被保険者等加算金

金 算 金

 5 過 料 1 1 0  1 過 料 1 ・過料

　　　 計 11,874 14,972 △3,098

(款)  7 諸収入 (項)  2 雑入

 1 滞 納 処 分 費 1 1 0  1 滞 納 処 分 費 1 ・延滞金

 2 一般被保険者第三者 8,000 8,000 0  1 一般被保険者第三 8,000 ・交通事故等による加害者納付金

納 付 金 者 納 付 金

 3 一般被保険者返納金 50 50 0  1 一般被保険者返納 50 ・不正利得等による被保険者返納金

金

 4 退職被保険者等返納 1 1 0  1 退職被保険者等返 1 ・不正利得等による被保険者返納金

金 納 金

 5 雑 入 1 1 0  1 雑 入 1 ・雑入

　　　 計 8,053 8,053 0
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歳 出





３　歳  出

(款)  1 総務費 (項)  1 総務管理費 （単位　千円）

本 年 度

一 般

国県支出金 地 方 債 そ の 他 財 源

 1 一般管理 69,321 69,321  2 給 料 23,801 0011職職員員給給与与関関係係経経費費        51,518

費 ( 54,774 )  3 職員手当等 18,611 02給料 23,801

( 14,547 )  4 共 済 費 9,106   02職員給

10 需 用 費 458 03職員手当等 18,611

11 役 務 費 13,203   01扶養手当 396

12 委 託 料 1,152   02住居手当 660

13 使用料及び 2,390   03通勤手当 381

賃 借 料   05時間外勤務手当 2,617

18 負担金補助 600   08管理職手当 420

及び交付金   09期末手当 5,267

  10勤勉手当 4,561

  11退職手当負担金 3,816

  15地域手当 493

04共済費 9,106

  03市町村職員共済組合負担金 9,079

  05地方公務員公務災害補償基金負担金 27

0022国国民民健健康康保保険険事事務務にに要要すするる経経費費        17,803

10需用費 458

  01消耗品費 99

  04印刷製本費 359

11役務費 13,203

  01通信運搬費 4,660

  03手数料 8,543

12委託料 1,152

    ・資格給付事務電算委託料 712

    ・国民健康保険システム改修委託料 440

13使用料及び賃借料 2,390

    ・電算機器等使用料

18負担金補助及び交付金 600

  01負担金

目

本 年 度 の 財 源 内 訳 節

説　　　　　　　明( 前 年 度 ) 特 定 財 源
区 分 金 額

( 比 較 )
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(款)  1 総務費 (項)  1 総務管理費 （単位　千円）

本 年 度

一 般

国県支出金 地 方 債 そ の 他 財 源

    ・オンライン資格確認等システム運営負担金 458

    ・国保データベース補完システム維持管理費負担

      金 120

    ・第三者行為求償事務共同処理業務負担金 22

 2 連合会負 1,718 1,718 18 負担金補助 1,718 0011国国保保連連合合会会負負担担にに要要すするる経経費費         1,718

担 金 ( 1,778 ) 及び交付金 18負担金補助及び交付金 1,718

( △60)   01負担金

    ・県国保団体連合会負担金

 計 71,039 71,039

( 56,552 )

( 14,487 )

(款)  1 総務費 (項)  2 徴税費

 1 徴税総務 6,916 6,916  2 給 料 4,463 0011職職員員給給与与関関係係経経費費         6,916

費 ( 6,633 )  3 職員手当等 2,453 02給料 4,463

( 283 )   02職員給

03職員手当等 2,453

  01扶養手当 312

  05時間外勤務手当 20

  09期末手当 1,108

  10勤勉手当 917

  15地域手当 96

 2 賦課徴収 6,627 105 6,522 10 需 用 費 841 0011賦賦課課徴徴収収にに要要すするる経経費費         6,627

費 ( 7,057 ) 11 役 務 費 1,292 10需用費 841

( △430 ) 12 委 託 料 4,494   01消耗品費 53

  04印刷製本費 788

11役務費 1,292

  01通信運搬費

12委託料 4,494

    ・国民健康保険税電算委託料

目

本 年 度 の 財 源 内 訳 節

説　　　　　　　明( 前 年 度 ) 特 定 財 源
区 分 金 額

( 比 較 )
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(款)  1 総務費 (項)  2 徴税費

 計 13,543 105 13,438

( 13,690 )

( △147 )

(款)  1 総務費 (項)  3 運営協議会費

 1 運営協議 372 372  1 報 酬 240 0011運運営営協協議議会会にに要要すするる経経費費           372

会 費 ( 373 ) 10 需 用 費 81 01報酬 240

( △1) 18 負担金補助 51   03その他特別職

及び交付金     ・運営協議会委員報酬

10需用費 81

  01消耗品費 72

  03食糧費 9

18負担金補助及び交付金 51

  01負担金

    ・県国保運営協議会負担金 25

    ・事務研修負担金 26

 計 372 372

( 373 )

( △1)

(款)  2 保険給付費 (項)  1 療養諸費

 1 一般被保 3,267,971 3,267,971 18 負担金補助 3,267,971 0011一一般般被被保保険険者者療療養養給給付付にに要要すするる経経費費     3,267,971

険者療養 ( 3,274,276 ) 及び交付金 18負担金補助及び交付金 3,267,971

給 付 費 ( △6,305 )   01負担金

    ・保険者負担金

 2 一般被保 28,297 28,297 18 負担金補助 28,297 0011一一般般被被保保険険者者療療養養にに要要すするる経経費費        28,297

険者療養 ( 24,729 ) 及び交付金 18負担金補助及び交付金 28,297

費 ( 3,568 )   01負担金

    ・保険者負担金

 3 審査支払 14,129 13,724 405 11 役 務 費 14,129 0011審審査査支支払払にに要要すするる経経費費        14,129

手 数 料 ( 18,883 ) 11役務費 14,129

( △4,754 )   03手数料

- 199 -- 199 -



- 200 -

(款)  2 保険給付費 (項)  1 療養諸費 （単位　千円）

本 年 度

一 般

国県支出金 地 方 債 そ の 他 財 源

 計 3,310,397 3,309,992 405

( 3,317,888 )

( △7,491 )

(款)  2 保険給付費 (項)  2 高額療養費

 1 一般被保 499,301 499,301 18 負担金補助 499,301 0011一一般般被被保保険険者者高高額額療療養養にに要要すするる経経費費       499,301

険者高額 ( 481,572 ) 及び交付金 18負担金補助及び交付金 499,301

療 養 費 ( 17,729 )   01負担金

    ・高額療養費

 2 一般被保 350 350 18 負担金補助 350 0011一一般般被被保保険険者者高高額額介介護護合合算算療療養養費費にに要要すするる経経費費           350

険者高額 ( 350 ) 及び交付金 18負担金補助及び交付金 350

介護合算 ( 0)   01負担金

療 養 費     ・一般被保険者高額介護合算療養費

 計 499,651 499,651

( 481,922 )

( 17,729 )

(款)  2 保険給付費 (項)  3 移送費

 1 一般被保 10 10 18 負担金補助 10 0011一一般般被被保保険険者者移移送送にに要要すするる経経費費            10

険者移送 ( 10 ) 及び交付金 18負担金補助及び交付金 10

費 ( 0)   01負担金

    ・一般被保険者移送費

 計 10 10

( 10 )

( 0 )

(款)  2 保険給付費 (項)  4 出産育児諸費

 1 出産育児 19,500 19,500 18 負担金補助 19,500 0011出出産産育育児児にに要要すするる経経費費        19,500

一 時 金 ( 19,500 ) 及び交付金 18負担金補助及び交付金 19,500

( 0 )   02補助金

目

本 年 度 の 財 源 内 訳 節

説　　　　　　　明( 前 年 度 ) 特 定 財 源
区 分 金 額

( 比 較 )
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(款)  2 保険給付費 (項)  4 出産育児諸費

    ・出産育児一時金

 2 支払手数 9 9 11 役 務 費 9 0011出出産産育育児児一一時時金金支支払払手手数数料料にに要要すするる経経費費             9

料 ( 9) 11役務費 9

( 0 )   03手数料

 計 19,509 19,509

( 19,509 )

( 0 )

(款)  2 保険給付費 (項)  5 葬祭諸費

 1 葬 祭 費 4,250 4,250 18 負担金補助 4,250 0011葬葬祭祭にに要要すするる経経費費         4,250

( 4,250 ) 及び交付金 18負担金補助及び交付金 4,250

( 0 )   02補助金

    ・葬祭費

 計 4,250 4,250

( 4,250 )

( 0 )

(款)  3 国民健康保険事業費納付金 (項)  1 医療給付費分

 1 一般被保 1,141,334 52,964 19,927 1,068,443 18 負担金補助 1,141,334 0011一一般般被被保保険険者者医医療療給給付付費費分分にに要要すするる経経費費     1,141,334

険者医療 ( 1,183,963 ) 及び交付金 18負担金補助及び交付金 1,141,334

給付費分 ( △42,629 )   01負担金

    ・医療給付費分

× 退職被保 0 廃目

険者医療 ( 43 )

給付費分 ( △43)

 計 1,141,334 52,964 19,927 1,068,443

( 1,184,006 )

( △42,672 )
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(款)  3 国民健康保険事業費納付金 (項)  2 後期高齢者支援金等分 （単位　千円）

本 年 度

一 般

国県支出金 地 方 債 そ の 他 財 源

 1 一般被保 471,960 21,900 450,060 18 負担金補助 471,960 0011一一般般被被保保険険者者後後期期高高齢齢者者支支援援金金等等分分にに要要すするる経経費費       471,960

険者後期 ( 496,658 ) 及び交付金 18負担金補助及び交付金 471,960

高齢者支 ( △24,698 )   01負担金

援金等分     ・後期高齢者支援金等分

× 退職被保 0 廃目

険者後期 ( 20 )

高齢者支 ( △20)

援金等分

 計 471,960 21,900 450,060

( 496,678 )

( △24,718 )

(款)  3 国民健康保険事業費納付金 (項)  3 介護納付金分

 1 介護納付 165,990 7,702 158,288 18 負担金補助 165,990 0011介介護護納納付付金金分分にに要要すするる経経費費       165,990

金 分 ( 176,931 ) 及び交付金 18負担金補助及び交付金 165,990

( △10,941 )   01負担金

    ・介護納付金分

 計 165,990 7,702 158,288

( 176,931 )

( △10,941 )

(款)  4 共同事業拠出金 (項)  1 共同事業拠出金

 1 その他共 1 1 18 負担金補助 1 0011そそのの他他共共同同事事業業拠拠出出にに要要すするる経経費費             1

同事業拠 ( 1) 及び交付金 18負担金補助及び交付金 1

出 金 ( 0)   01負担金

    ・その他共同事業拠出金

 計 1 1

( 1 )

( 0 )

目

本 年 度 の 財 源 内 訳 節

説　　　　　　　明( 前 年 度 ) 特 定 財 源
区 分 金 額

( 比 較 )
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(款)  5 保健事業費 (項)  1 特定健康診査等事業費

 1 特定健康 27,822 15,026 12,796  7 報 償 費 20 0011特特定定健健康康診診査査等等事事業業にに要要すするる経経費費        27,822

診査等事 ( 28,134 ) 10 需 用 費 558 07報償費 20

業 費 ( △312 ) 11 役 務 費 1,249     ・講師謝金

12 委 託 料 25,483 10需用費 558

18 負担金補助 512   01消耗品費 177

及び交付金   04印刷製本費 381

11役務費 1,249

  01通信運搬費 933

  03手数料 316

12委託料 25,483

    ・特定健康診査等委託料 23,164

    ・特定保健指導検査委託料 255

    ・健康管理システム電算委託料 1,026

    ・コールセンター運営業務委託料 1,038

18負担金補助及び交付金 512

  01負担金

    ・特定健診データシステム負担金

 計 27,822 15,026 12,796

( 28,134 )

( △312 )

(款)  5 保健事業費 (項)  2 保健事業費

 1 疾病予防 19,289 6,401 12,888 10 需 用 費 255 0011健健康康増増進進にに要要すするる経経費費        19,289

費 ( 18,763 ) 11 役 務 費 1,433 10需用費 255

( 526 ) 12 委 託 料 17,601   01消耗品費

11役務費 1,433

  01通信運搬費 946

  03手数料 487

12委託料 17,601

    ・人間ドック委託料 8,680

    ・併診ドック委託料 2,520

    ・ヘルスアップ事業委託料 6,401
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(款)  5 保健事業費 (項)  2 保健事業費 （単位　千円）

本 年 度

一 般

国県支出金 地 方 債 そ の 他 財 源

 計 19,289 6,401 12,888

( 18,763 )

( 526 )

(款)  6 基金積立金 (項)  1 基金積立金

 1 基金積立 341 341 24 積 立 金 341 0011基基金金積積立立にに要要すするる経経費費           341

金 ( 173 ) 24積立金 341

( 168 )     ・基金利子積立金

 計 341 341

( 173 )

( 168 )

(款)  7 諸支出金 (項)  1 償還金及び還付加算金

 1 一般被保 5,441 5,441 22 償還金利子 5,441 0011一一般般被被保保険険者者保保険険税税還還付付にに要要すするる経経費費         5,441

険者保険 ( 5,069 ) 及び割引料 22償還金利子及び割引料 5,441

税還付金 ( 372 )     ・資格喪失による保険税還付金

 2 償 還 金 1 1 22 償還金利子 1 0011償償還還にに要要すするる経経費費             1

( 1 ) 及び割引料 22償還金利子及び割引料 1

( 0)     ・国庫支出金等返還金

 3 一般被保 50 50 22 償還金利子 50 0011一一般般被被保保険険者者還還付付加加算算にに要要すするる経経費費            50

険者還付 ( 50 ) 及び割引料 22償還金利子及び割引料 50

加 算 金 ( 0)     ・資格喪失による保険税還付加算金

 計 5,492 5,492

( 5,120 )

( 372 )

(款)  8 予備費 (項)  1 予備費

 1 予 備 費 5,000 5,000

( 5,000 )

( 0 )

 計 5,000 5,000

( 5,000 )

( 0 )

目

本 年 度 の 財 源 内 訳 節

説　　　　　　　明( 前 年 度 ) 特 定 財 源
区 分 金 額

( 比 較 )
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（単位　　千円）

（人）

長 等 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

議 員 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

その他の特別職 12 240 0 0 0 0 0 240 0 240

計 12 240 0 0 0 0 0 240 0 240

長 等 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

議 員 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

その他の特別職 12 240 0 0 0 0 0 240 0 240

計 12 240 0 0 0 0 0 240 0 240

長 等 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

議 員 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

その他の特別職 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

備考

本年度

前年度

比　　較

１　　特別職

職 員 数区　　　　　　　　　分
計

共 済 費

給　 与　 費　 明　 細　 書

合　　 計
給　　　　　　　　　　　　　　 与　　　　　　　　　　　　　　 費

報　　酬 給　　料 期末手当 寒冷地手当 その他の手当地域手当年間支給率
（月分）
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（単位　千円）

（人）

( ) 8 0 28,264 21,064 49,328 9,106 58,434

( ) 7 0 22,114 14,948 37,062 7,091 44,153

( ) 1 0 6,150 6,116 12,266 2,015 14,281

備考　（ ）内は、短時間勤務職員について記載する。

（単位　千円）

職員手当の

本　年　度 660 381 0 2,637 0 0 420 6,375

内　　　　訳 前　年　度 324 239 0 2,603 0 0 0 4,472

比　　　較 336 142 0 34 0 0 420 1,903

職員手当の

本　年　度 3,816 589 0

内　　　　訳 前　年　度 3,095 0 0

比　　　較 721 589 0

職   員   数 備　　　　　　　　　　　　　　考

２　一般職

　（１）　総　　括

給　　　　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　　　　費

報　　酬 職員手当
合　　　　計

区　　　分

比　　　較

前　年　度

本　年　度

区      分

区　　　分

共　済　費
給　　料

退 職 手 当
負   担   金

地 域 手 当

住 居 手 当 通 勤 手 当

計

単 身 赴 任
手        当

期 末 手 当特殊勤務手当
時   間   外
勤 務 手 当

宿日直手当
管 理 職 員

特別勤務手当
管理職手当

3,897

1,581

勤 勉 手 当

扶 養 手 当

708

318

390

5,478
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（単位　千円）

（人）

( ) 8 0 28,264 21,064 49,328 9,106 58,434

( ) 7 0 22,114 14,948 37,062 7,091 44,153

( ) 1 0 6,150 6,116 12,266 2,015 14,281

備考　（ ）内は、短時間勤務職員について記載する。

（単位　千円）

職員手当の

本　年　度 660 381 0 2,637 0 0 420 6,375

内　　　　訳 前　年　度 324 239 0 2,603 0 0 0 4,472

比　　　較 336 142 0 34 0 0 420 1,903

職員手当の

本　年　度 3,816 589 0

内　　　　訳 前　年　度 3,095 0 0

比　　　較 721 589 0

職   員   数 備　　　　　　　　　　　　　　考

ア．会計年度任用職員以外の職員

給　　　　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　　　　費

報　　酬 職員手当
合　　　　計

区　　　分

比　　　較

前　年　度

本　年　度

区      分

区　　　分

共　済　費
給　　料

退 職 手 当
負   担   金

地 域 手 当

住 居 手 当 通 勤 手 当

計

単 身 赴 任
手        当

期 末 手 当特殊勤務手当
時   間   外
勤 務 手 当

宿日直手当
管 理 職 員

特別勤務手当
管理職手当

3,897

1,581

勤 勉 手 当

扶 養 手 当

708

318

390

5,478
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（単位　千円）

（人）

( ) 0 0 0 0 0 0 0

( ) 0 0 0 0 0 0 0

( ) 0 0 0 0 0 0 0

備考　（ ）内は、短時間勤務職員について記載する。

（単位　千円）

職員手当の

本　年　度 0 0 0 0 0 0

内　　　　訳 前　年　度 0 0 0 0 0 0

比　　　較 0 0 0 0 0 0

退 職 手 当
負   担   金

職   員   数 備　　　　　　　　　　　　　　考

イ．会計年度任用職員

給　　　　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　　　　費

報　　酬 職員手当
合　　　　計

比　　　較

前　年　度

本　年　度

区      分

勤 勉 手 当

共　済　費
給　　料

特殊勤務手当
時   間   外
勤 務 手 当

計

0

0

0

宿日直手当 期 末 手 当区　　　分 通 勤 手 当
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（２）給料及び職員手当の増減額の明細

区 分 説 明

給 料 6,150 千円 給与改定に伴う増減分 1,159 千円 令和６年度給与改定分 給与改定率 ４．３５％

令和６年４月１日実施

昇給に伴う増加分 428 千円

その他の増減分 4,563 千円 人事異動等に伴う増等

職 員 手 当 6,116 千円 制度改正に伴う増減分 252 千円 期末勤勉手当支給割合変更 ４．５月　→　４．６月

その他の増減分 5,864 千円 人事異動等に伴う増等

増 減 事 由 別 内 訳増 減 額 備 考
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（３）給料及び職員手当の状況

　　ア．職員１人当たり給与

一 般 行 政 職 技 能 労 務 職

平 均 給 料 月 額 （ 円 ） 293,537　　　      

平 均 給 与 月 額 （ 円 ） 311,500　　　      

平 均 年 齢 （ 歳 ） 35　　　      

平 均 給 料 月 額 （ 円 ） 270,442　　　      

平 均 給 与 月 額 （ 円 ） 281,000　　　      

平 均 年 齢 （ 歳 ） 33　　　      

　　イ．初　　任　　給

一般行政職 技能労務職

高 校 卒 （ 円 ） 188,000　　　      188,000　　　      

大 学 卒 （ 円 ） 220,000　　　      220,000　　　      

国　の　制　度

区           分

区 分 一般行政職 技能労務職

令 和 ７ 年 １ 月 １ 日 現 在

令 和 ６ 年 １ 月 １ 日 現 在
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　　ウ．級別職員数

備考　（　）内は、短時間勤務職員について記載する。

級別の基準となる職務

区 分

一 般 行 政 職

職 員 数 （ 人 ）級 構 成 比 （ ％ ）

計 （ ） 8  

級

１ 級 （ ）

区      分
一般行政職 技能労務職

職 員 数 （ 人 ） 構 成 比 （ ％ ）

（ ） 37.5  就 １ 級 （ ）

令 和 ７ 年 １ 月 １ 日 現 在

3  

７ 級 （ ）

（ ）

２ 級 （ ） 1  （ ） 12.5  就 ２ 級 （ ） （ ）

３ 級 （ ） 2  （ ） 25.0  就 ３ 級 （ ） （ ）

４ 級 （ ） 1  （ ） 12.5  就 ４ 級 （ ） （ ）

５ 級 （ ） 1  （ ） 12.5  就 ５ 級 （ ） （ ）

６ 級 （ ） （ ）

（ ）

（ ） （ ）100.0  計 （ ）

（ ） 28.5  就 １ 級 （ ）

令 和 ６ 年 １ 月 １ 日 現 在

１ 級 （ ） 2  

計 （ ）

（ ）

２ 級 （ ） 2  （ ） 28.6  就 ２ 級 （ ） （ ）

３ 級 （ ） 2  （ ） 28.6  就 ３ 級 （ ） （ ）

４ 級 （ ） 1  （ ） 14.3  就 ４ 級 （ ） （ ）

５ 級 （ ） （ ） 就 ５ 級 （ ） （ ）

６ 級 （ ） （ ）

７ 級 （ ） （ ）

（ ） （ ）100.0  計 （ ）

１ 級 ２ 級 ３ 級 ４ 級

7  

５ 級 ６ 級 ７ 級

参 事 、 部 長主事補、技師補、主事、技師 主 事 、 技 師 主幹、技幹 係長 課長補佐 副参事、課長
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　　エ．昇給

一 般 行 政 職 技 能 労 務 職

職　員　数　（Ａ） (人) 8　　　 8　　　 

昇 給 に 係 る 職 員 数   （Ｂ） (人) 8　　　 8　　　 

２号給 (人)

３号給 (人)

４号給 (人) 8　　　 8　　　 

８号給 (人)

比　率　  （Ｂ）／（Ａ） (％) 100.0       100.0       

職　員　数　（Ａ） (人) 7　　　 7　　　 

昇 給 に 係 る 職 員 数   （Ｂ） (人) 7　　　 7　　　 

２号給 (人)

３号給 (人)

４号給 (人) 7　　　 7　　　 

８号給 (人)

比　率　  （Ｂ）／（Ａ） (％) 100.0       100.0       

代 表 的 な 職 種
合 計

本

年

度

前

年

度

号   給   数   別   内   訳

号   給   数   別   内   訳

区 分
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オ．期末手当・勤勉手当

支 給 率 計

６ 月 （ 月 分 ） １２月（月分） （月分）

(  1.2  ) (  1.2  ) (  2.4  )

2.3 2.3 4.6

(  1.175  ) (  1.175  ) (  2.35  )

2.25 2.25 4.5

(  1.2  ) (  1.2  ) (  2.4  )

2.3 2.3 4.6

カ．定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最高限度額

（月分） （月分） （月分） （月分）

国 の 制 度

（ 支 給 率 等 ）

キ．地域手当

市内全域

2   

8   

2   

支　 　　給　 　　率　　　（％）

支　給　対　象　職　員　数（人）

国の指定基準に基づく支給率（％）

本 年 度

前 年 度

国 の 制 度

有

有

有

備考　（　）内は、再任用職員について記載する。

区 分

支 給 率 等
定年前早期退職

２％～20％加算

定年前早期退職

24.586875   33.27075   

そ の 他 の 加 算 措 置 等 備 考

24.586875   33.27075   47.709   
３％～45％加算

47.709   47.709   

区 分
支　給　期　別　支　給　率 職 制 上 の 職 務 段 階

に よ る 加 算 措 置

支 　 給　  対  　象 　 地  　域

47.709   

備　　　　考
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ク．その他の手当

区 分

扶 養 手 当

住 居 手 当

通 勤 手 当 同

国 の 制 度 と の 異 同 差　　異　　の　　内　　容

同

同
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